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（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。 

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。 

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額は、潜在株式が存在していないため記載しておりませ

ん。 

４．平成20年10月１日付をもって、平成20年９月30日最終の株主名簿および実質株主名簿に記載または記録された

株主の所有株式を、１株につき1.2株の割合で分割しております。 

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第58期

第２四半期連結
累計期間 

第59期
第２四半期連結

累計期間 

第58期
第２四半期連結

会計期間 

第59期 
第２四半期連結 

会計期間 
第58期

会計期間 

自平成20年
４月１日 

至平成20年 
９月30日 

自平成21年
４月１日 

至平成21年 
９月30日 

自平成20年
７月１日 

至平成20年 
９月30日 

自平成21年 
７月１日 

至平成21年 
９月30日 

自平成20年
４月１日 

至平成21年 
３月31日 

売上高（百万円）  28,518  20,230  14,439  11,243  51,414

経常利益（百万円）  3,375  981  1,452  787  3,915

四半期（当期）純利益（百万円）  1,792  583  656  600  1,640

純資産額（百万円） － －  50,858  48,363  47,676

総資産額（百万円） － －  63,741  57,847  57,385

１株当たり純資産額（円） － －  1,824.37  1,491.89  1,470.74

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円） 
 65.34  18.27  23.92  18.80  50.35

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円） 
 －  －  － －  －

自己資本比率（％） － －  78.5  82.3  81.8

営業活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
 3,582  3,119 － －  6,926

投資活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
 △1,798  114 － －  △3,349

財務活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
 △827  △664 － －  △2,545

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（百万円） 
－ －  8,235  10,578  7,925

従業員数（人） － －  1,608  1,595  1,612
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当第２四半期連結会計期間において、当企業グループが営む事業の内容について、重要な変更はありません。ま

た、主要な関係会社における異動もありません。 

当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

(1）連結会社の状況 

（注）１．従業員数は、就業人員数であります。 

２．（ ）内の人数は、嘱託及び臨時雇用者数の平均人員を外書で記載しております。 

(2）提出会社の状況 

（注）１．従業員数は、就業人員数であります。 

２．（ ）内の人数は、嘱託及び臨時雇用者数の平均人員を外書で記載しております。 

２【事業の内容】

３【関係会社の状況】

４【従業員の状況】

  平成21年９月30日現在

従業員数（人） 1,595  (443)

  平成21年９月30日現在

従業員数（人） 763  (327)
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(1）生産実績 

 当第２四半期連結会計期間の生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は、すべて販売価格によっております。 

２．本表の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）受注実績 

 当第２四半期連結会計期間の受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は、すべて販売価格によっております。 

２．本表の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(3）販売実績 

 当第２四半期連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）本表の金額には、消費税等は含まれておりません。 

当第２四半期連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。 

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

事業の種類別セグメントの名称 
当第２四半期連結会計期間
（自 平成21年７月１日 
至 平成21年９月30日） 

前年同四半期比（％）

軸受機器（百万円）  6,633  68.4

構造機器（百万円）  3,047  112.0

建築機器（百万円）  1,513  88.1

その他（百万円）  343  57.8

合計（百万円）  11,538  78.3

事業の種類別セグメントの名称 
受注高

（百万円） 
前年同四半期比

（％） 
受注残高 
（百万円） 

前年同四半期比
（％） 

軸受機器  7,245  75.2  2,682  76.5

構造機器  1,741  53.5  5,221  73.4

建築機器  1,279  80.5  667  95.9

その他  314  59.8  223  50.7

合計  10,581  70.5  8,795  74.8

事業の種類別セグメントの名称 
当第２四半期連結会計期間
（自 平成21年７月１日 
至 平成21年９月30日） 

前年同四半期比（％）

軸受機器（百万円）  6,711  69.5

構造機器（百万円）  2,649  106.7

建築機器（百万円）  1,509  88.8

その他（百万円）  373  62.2

合計（百万円）  11,243  77.9

２【事業等のリスク】

３【経営上の重要な契約等】
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文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当企業グループが判断したものであります。 

（1）業績の状況 

リーマンショックを機に始まった世界経済の急激かつ大幅な収縮は、各国政府による金融機関を主とする企業

への直接的な資金投入や、消費拡大のための助成金及び公共事業の集中的実施等の緊急支援策により、落ち着き

を取り戻しています。 

一方、石油や各種金属等の原材料価格の上昇や、ドル安等の不安定な為替の影響等もあり、全体としては、未

だ厳しい状況となっております。 

このような環境下にあって、当企業グループは、新規受注の獲得及び海外市場展開の強化等により売上の拡大

を図る一方、今年度の当初よりグループの総力をあげた緊急収益改善策を実施し、収益の改善に努めてまいりま

した。 

これらの結果、当第２四半期連結会計期間の売上高は112億4千3百万円（前年同四半期比22.1％減）、営業利益

は6億6千1百万円（前年同四半期比53.5％減）、経常利益は7億8千7百万円（前年同四半期比45.8％減）、四半期

純利益は6億円（前年同四半期比8.5％減）となりました。 

事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。 

①軸受機器 

自動車向け製品につきましては、政府の買い替え助成金制度の効果、環境対応車の好調な販売等に支えら

れ、国内外メーカーの生産が回復してきたことに加え、当社としても新規受注獲得の営業活動と新用途開発に

向けた積極的な取り組みを行ってきたことから、業績は回復しつつあります。一般産業機械向け製品につきま

しては、新用途開発と社会インフラ関連需要の獲得に取り組みましたが、市場環境は依然厳しい状態にありま

す。この結果、軸受機器セグメントの売上高は67億1千1百万円（前年同四半期比30.5％減）となりました。 

②構造機器 

橋梁向け製品につきましては、耐震補強用製品の売上は増加しましたが、その他の製品が伸び悩み、前年同

四半期に比べ売上は減少しました。建物向け製品につきましては、厳しい環境下にありましたが、大型物件が

売上に寄与したため前年同四半期に比べ売上が増加しました。この結果、構造機器セグメントの売上高は26億4

千9百万円（前年同四半期比6.7％増）となりました。 

③建築機器 

ビル向けウィンドーオペレーターと住宅向け製品は、市場環境の悪化に伴う物件の減少により売上が減少し

ました。一方、自然換気・遮光装置であるエコシリーズ製品の売上は増加しましたが、全体の売上を増加させ

るには至りませんでした。この結果、建築機器セグメントの売上高は15億9百万円（前年同四半期比11.2％減）

となりました。 

④その他 

子会社による伝導装置及び機械要素部品等の売上高は3億7千3百万円（前年同四半期比37.8％減）となりまし

た。 

所在地別セグメントの業績は次のとおりであります。 

①日本 

軸受機器部門においては、自動車向け製品の売上は回復してまいりましたが、一般産業機械向け製品は依然

として厳しい状況で推移しました。構造機器部門においては、橋梁向け製品の売上が減少したものの、建物向

け製品がこれを補いました。また、建築機器部門においては、景気低迷の影響もあり売上は減少しました。こ

の結果、売上高は97億8千9百万円（前年同四半期比18.2％減）となりました。 

②北米 

自動車向け製品は、昨秋からの世界同時不況の影響を受け、売上が大幅に減少しましが、政府の買い替え助

成金制度等による新車販売増加の影響もあって、第１四半期連結会計期間と比較すると回復してまいりまし

た。この結果、売上高は6億5百万円（前年同四半期比45.0％減）となりました。 

③欧州 

自動車向け製品は、政府による買い替え助成金制度等の効果もあり、売上は回復しつつあるものの、前年同

四半期に比べ減少しました。また、一般産業機械向け製品は依然として厳しい状況で推移しました。この結

果、売上高は3億4千2百万円（前年同四半期比48.4％減）となりました。 

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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④アジア 

中国の自動車向け製品は、自動車生産台数の増加に加え、新規採用が進んだことで好調に推移しましたが、

中国の一般産業機械向け製品とタイの自動車向け製品は、売上の回復は顕著ながらも前年同四半期にはおよび

ませんでした。この結果、売上高は5億6百万円（前年同四半期比28.7％減）となりました。 

（2）キャッシュ・フローの状況 

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、第１四半期連結会計

期間末に比べて30億4千万円増加し、105億7千8百万円となりました。 

当第２四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果得られた資金は19億5千6百万円（前年同四半期は28億6千9百万円の収入）となりました。主

な内訳は、収入では税金等調整前四半期純利益8億6千8百万円、減価償却費5億7千2百万円、たな卸資産の減少

額7億1千3百万円、仕入債務の増加額2億9千7百万円等であり、支出では売上債権の増加額5億3千4百万円等であ

ります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果得られた資金は11億2千8百万円（前年同四半期は9億1千8百万円の支出）となりました。主な

内訳は、収入では有価証券の売却及び償還による収入5億円、定期預金の払戻による収入15億円等であり、支出

では有価証券の取得による支出4億9千9百万円、有形固定資産の取得による支出2億4千5百万円、投資有価証券

の取得による支出2億3百万円等であります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果支出した資金は6千1百万円（前年同四半期は1百万円の支出）となりました。これは主に配当

金の支払額5千3百万円等によるものであります。 

（3）事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第２四半期連結会計期間において、当企業グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。 

なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等

（会社法施行規則第118条第３号に掲げる事項）は次のとおりであります。 

①基本方針の内容 

株式公開会社は、特定の者による株式の大規模買付行為（企業買収）の対象となりうるため、常に企業価値

ひいては株主共同の利益が損なわれるリスクを抱えております。 

当社取締役会は、このような買収を企図した大規模買付行為があったとしても、当社の企業価値ひいては株

主共同の利益に資するものであれば、これを一概に否定するものではなく、また、大規模買付行為の妥当性に

ついても株主が独自に判断して決めるべきものと考えております。 

また、このような大規模買付行為は、いつどのような形で行われるかを予想することは難しく、当社の企業

価値ひいては株主共同の利益を確保するためには、日頃からの万全な対応が重要であり、そのための備えとし

て、特定株主グループの議決権割合が20％以上となる当社株式等の買付行為への対応方針として、平成18年６

月29日開催の第55回定時株主総会において当社株式の大規模買付行為への対応方針（以下、「旧方針」といい

ます。）を導入し、第58回定時株主総会において、株主の皆様の承認をいただき旧方針の一部を変更（以下、

変更後の対応方針を「本方針」といいます。）のうえ継続いたしました。 

②不適切な支配の防止のための取り組み及び取締役会の判断 

イ）企業価値向上策 

当社は、「オイルレスベアリングの総合メーカーとして世界のリーダーとなり、技術で社会に貢献する」

という経営理念の下、独創的な研究開発によって摩擦・摩耗・潤滑というコア技術を究め、これをグローバ

ルに展開し、それにより社会に貢献することを今日の経営の基本としております。 

さらに、当社は経営理念の実現のため、平成17年度から『グローバル・エクセレントカンパニー』を目指

した長期ビジョンを掲げ、中期経営計画および年次経営計画を一体化した新経営計画に取り組んでおりま

す。これは当社のビジョンを共通化して明確にし、その目標を達成するための戦略・戦術を立て、中期経営

計画により段階的に実行していこうというものです。また、目標を共有化することにより、全社一丸となっ

てこれに取り組むことが当社の企業価値最大化に繋がるものと確信しております。 

ロ）買収防衛策の導入 

当社は、平成18年５月22日開催の取締役会において、旧方針を決議し、同年６月29日開催の第55回定時株

主総会において株主の皆様の承認を得て事前警告型の買収防衛策を導入いたしました。また、平成21年５月

25日の取締役会において、旧方針の一部を変更して本方針として継続することを決議し、同年６月26日開催

の第58回定時株主総会において株主の皆様の承認をいただいております。 
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事前警告型買収防衛策は、大規模買付者があらかじめ当社が定めた大規模買付ルールを遵守した場合に

は、原則として大規模買付行為に対する対抗措置をとらず、大規模買付者がルールを遵守しなかった場合、

あるいは結果として当社に回復し難い損害をもたらすなど、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を著し

く損なうような大規模買付行為である場合は、当社取締役会は、企業価値ひいては株主共同の利益を守るこ

とを目的として、新株予約権の無償割当等の対抗措置をとることにより、大規模買付行為に対抗するという

ものです。 

なお、当社は当該取り組みが前項①に記載のとおり、基本方針に沿ったものであり、かつ合理性のあるも

のであることを示すため、 

ａ）当社取締役会が具体的な対抗措置を講じたとしても、対抗措置発動の必要がなくなったと判断したとき

は、対抗措置の発動の停止または変更ができること。 

ｂ）本方針が適正に運用され、取締役会によって恣意的な判断がなされることを防止するために、当社の業務

執行を行う経営陣から独立している委員で構成される特別委員会を設置し同委員会の勧告を義務づけるこ

と。 

ｃ）本方針の有効期間は平成24年６月開催の当社定時株主総会の終結のときまでの３年間とし、本方針の継続

については別途株主総会の承認を経ること、等の措置を講じております。 

（4）研究開発活動 

当第２四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、5億6千万円であります。なお、当

第２四半期連結会計期間において、当企業グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。 

（5）経営成績に重要な影響を与える要因 

当企業グループの経営成績に重要な影響を与える要因としては、次のものが挙げられます。 

①公共事業関連売上高 

道路整備事業を主とした構造機器事業における売上高および利益は、公共事業投資予算の増減や執行の時期

により、影響を受けることが予想されます。 

②為替変動 

海外への積極的な投資等によりグローバル化を進めております。このため為替の変動が、連結決算における

邦貨評価での損益および財政状態に影響をおよぼすことが予想されます。 

③原材料価格の上昇 

当企業グループにおける主な材料である鋼材、銅合金等の相場は、一時の下落傾向から、やや上昇傾向が見

られます。原材料価格の上昇に対しては、原価低減や販売価格の改定により利益の確保に努めてまいります

が、少なからず利益に影響を及ぼすことが予想されます。 

（6）経営戦略の現状と見通し 

当企業グループの置かれた経営環境は、軸受機器事業は、特に一般産業機械領域において厳しい状況は続くも

のの、後退局面から回復期へ移行しつつあります。構造機器事業は、建築、橋梁ともに厳しい環境にあります。

しかし、橋梁関連での維持・メンテナンスや、建築関係での公共施設の耐震化需要は好材料となるものと考えて

おります。また、建築機器事業は、市場環境が継続して厳しい状況が続くものと予想しております。 

このような環境下にあって、当企業グループでは、軸受機器事業におきましては、中国をはじめとした新興国

需要の開拓、新製品の投入と徹底したコストダウンにより、売上と利益の向上に努めてまいります。構造機器事

業につきましては、免制震装置・耐震補強装置の販売促進及び、徹底した原価低減活動により、収益力の強化に

努めてまいります。また、建築機器事業につきましては、ビル向けウィンドーオペレーターの新規受注拡大と原

価低減等を合わせ、売上の拡大と利益の確保に努めてまいります。 

（7）資本の財源及び資金の流動性についての分析 

当企業グループの資金状況は、営業活動によるキャッシュ・フローでは、19億5千6百万円（前年同四半期は28

億6千9百万円）を得ております。 

これは、税金等調整前四半期純利益8億6千8百万円、減価償却費5億7千2百万円、たな卸資産の減少額7億1千3百

万円、仕入債務の増加額2億9千7百万円等の増加要因がありましたが、減少要因として、売上債権の増加額5億3千

4百万円等もあったためであります。 

投資活動によるキャッシュ・フローでは、11億2千8百万円の収入（前年同四半期は9億1千8百万円の支出）とな

りました。これは主に、収入では有価証券の売却及び償還による収入5億円、定期預金の払戻による収入15億円等

であり、支出では有価証券の取得による支出4億9千9百万円、有形固定資産の取得による支出2億4千5百万円、投

資有価証券の取得による支出2億3百万円等によるものであります。 
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財務活動によるキャッシュ・フローでは、6千1百万円の支出（前年同四半期は1百万円の支出）となりました。

これは主に配当金の支払額5千3百万円等によるものであります。 

これらの結果、現金及び現金同等物は、第１四半期連結会計期間末から30億4千万円増加し、105億7千8百万円

となりました。  

また、流動比率は434.2％、当座比率は343.7％となっております。 

（8）経営者の問題認識と今後の方針について 

当企業グループは、「オイルレスベアリングの総合メーカーとして、世界のリーダーとなり、技術で社会に貢

献する」という経営理念を具現化するために、平成17年度からグループ共通の目標として『グローバル・エクセ

レントカンパニーへの挑戦』という長期ビジョンを掲げ、中期経営計画・年次計画を一体化した新経営計画を策

定し、その実現に取組んでおります。 

長期ビジョン実現のための基本方針は以下のとおりです。 

①トライボロジー（摩擦・摩耗・潤滑）、ダンピング（振動減衰）技術を究める 

②持続的に発展する企業を創る 

③グローバルなオイレスブランドを確立する 

当企業グループは、創業時からの「摩擦」「摩耗」「潤滑」に、その後「振動減衰」を加えたオイレスのコア

技術の研究・開発を経営の中心に据え、独創的な製品を市場に投入することでお客様の満足度を高めてまいりま

した。今後もこのコアコンピタンス（中核とする独自の技術や能力）を追求し、更なる飛躍を目指したいと考え

ております。また、企業が成長していくには、従業員ひとり一人が熱意を持って変革に挑戦し続ける力が必要で

あり、そのような力を発揮できる環境作りに積極的に取組んでまいります。 

当企業グループでは軸受事業のグローバル展開を推進し、日系自動車メーカーを中心に取引の拡大を図ってま

いりましたが、今後はさらに現地自動車メーカー及び一般機械産業メーカーとの取引を拡大し、日本に加え米

国・欧州・アジアの四極を中心に、オイルレスベアリングの分野で、世界一の地位確立を目指したいと考えてお

ります。また、「オイレス製品を必要とするお客様がいらっしゃる地域で生産する」を基本とし、トライボロジ

ー技術が各国の省資源、省エネルギーに貢献していくという使命感をもって、グローバル・エクセレントカンパ

ニーの実現を目指してまいります。 

2009/11/17 14:50:5609590828_第２四半期報告書_20091117145013



(1）主要な設備の状況 

当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

(2）設備の新設、除却等の計画 

当第２四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末において計画中であった重要な設備の新設、除却

等について、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計

画はありません。  

第３【設備の状況】
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①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

該当事項はありません。 

該当事項はありません。 

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  138,240,000

計  138,240,000

種類 
第２四半期会計期間末現
在発行数（株） 
（平成21年９月30日） 

提出日現在発行数（株）
（平成21年11月13日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容

普通株式  33,917,088  33,917,088
東京証券取引所 

市場第一部 

単元株式数 

100株  

計  33,917,088  33,917,088 － － 

（２）【新株予約権等の状況】

（３）【ライツプランの内容】

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高 

（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高 
（百万円） 

平成21年７月１日～ 

平成21年９月30日 
 －  33,917,088 －  8,585 －  9,474
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（注）１．日本トラスティ・サービス信託銀行㈱ 4,858千株、日本マスタートラスト信託銀行㈱ 1,597千株、資産管理サ

ービス信託銀行㈱ 574千株は信託業務に係わる株式であります。 

２．当社は、自己株式 2,001,235株を保有しております。  

３．野村アセットマネジメント㈱から平成21年４月３日付の変更報告書の写しの送付があり、平成21年３月31日現

在で2,031,700株を保有している旨の報告を受けておりますが、当社として当第２四半期会計期間末時点にお

ける実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。 

なお、野村アセットマネジメント㈱の変更報告書の写しの内容は以下のとおりであります。  

４．㈱りそな銀行から平成21年７月23日付の大量保有報告書の写しの送付があり、平成21年７月15日現在で

1,700,100株を保有している旨の報告を受けておりますが、当社として当第２四半期会計期間末時点における

実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。 

なお、㈱りそな銀行の変更報告書の写しの内容は以下のとおりであります。  

５．㈱みずほコーポレート銀行及びその共同保有者２社から平成21年８月21日付の変更報告書の写しの送付があ

り、平成21年８月14日現在でそれぞれ以下のとおり株式を保有している旨の報告を受けておりますが、共同保

有者については当社として当第２四半期会計期間末時点における実質所有株式数の確認ができませんので、上

記大株主の状況には含めておりません。 

（５）【大株主の状況】

  平成21年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

日本トラスティ・サービス信託銀行㈱ 東京都中央区晴海１－８－11  4,858  14.32

東京中小企業投資育成㈱ 東京都渋谷区渋谷３－29－22  2,472  7.29

日本マスタートラスト信託銀行㈱ 東京都港区浜松町２－11－３  1,597  4.71

全国共済農業共同組合連合会 東京都千代田区平河町２－７－９  1,592  4.70

㈱みずほコーポレート銀行 東京都千代田区丸の内１－３－３  1,112  3.28

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１－６－６  887  2.62

川崎 景介 東京都大田区  691  2.04

川崎 景太 東京都大田区  600  1.77

オイレス従業員持株会 東京都港区港南１－６－34  579  1.71

資産管理サービス信託銀行㈱ 東京都中央区晴海１－８－12   574  1.69

計 －  14,966  44.13

氏名又は名称 住所
保有株券等の数 

（株） 
株券等保有割合

（％） 

野村アセットマネジメント㈱ 東京都中央区日本橋一丁目12番１号  2,031,700  5.99

氏名又は名称 住所
保有株券等の数 

（株） 
株券等保有割合

（％） 

㈱りそな銀行 大阪府大阪市中央区備後町二丁目２番１号  1,700,100  5.01

氏名又は名称 住所
保有株券等の数 

（株） 
株券等保有割合

（％） 

㈱みずほコーポレート銀行 東京都千代田区丸の内一丁目３番３号  1,112,838  3.28

みずほ信託銀行㈱ 東京都中央区八重洲一丁目２番１号  575,260  1.70

みずほ投信投資顧問㈱ 東京都港区三田三丁目５番27号  205,300  0.61

計 －  1,893,398  5.58
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①【発行済株式】 

（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が2,000株含まれております。また、「議

決権の数（個）」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数20個が含まれております。 

②【自己株式等】 

  

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

（注）最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  

（６）【議決権の状況】

  平成21年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式    2,001,200 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式   31,699,900  316,999 － 

単元未満株式 普通株式      215,988 － － 

発行済株式総数  33,917,088 － － 

総株主の議決権 －  316,999 － 

  平成21年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

オイレス工業株式会社 
東京都港区港南 

一丁目６番34号  
 2,001,200 －  2,001,200 5.90 

計 －  2,001,200 －  2,001,200 5.90 

２【株価の推移】

月別 平成21年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高（円）  1,293  1,425  1,508  1,521  1,620  1,602

最低（円）  1,083  1,111  1,270  1,308  1,441  1,448

３【役員の状況】
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１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から平成20年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間

（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第２四半期連結

会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平

成21年９月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から

平成20年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び当第２四半期

連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任

監査法人による四半期レビューを受けております。 

  

第５【経理の状況】
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 9,815 7,163

受取手形及び売掛金 13,141 14,269

有価証券 1,782 1,282

商品及び製品 2,189 2,284

仕掛品 2,070 2,000

原材料及び貯蔵品 1,120 1,440

その他 1,204 1,276

貸倒引当金 △74 △79

流動資産合計 31,250 29,638

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 7,171 6,949

機械及び装置（純額） 4,342 4,450

土地 3,606 3,605

その他（純額） 1,142 1,527

有形固定資産合計 ※  16,262 ※  16,533

無形固定資産 292 287

投資その他の資産   

投資有価証券 6,562 5,761

その他 4,011 5,689

貸倒引当金 △532 △524

投資その他の資産合計 10,041 10,926

固定資産合計 26,596 27,747

資産合計 57,847 57,385
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（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 4,398 4,787

短期借入金 0 0

未払法人税等 634 385

賞与引当金 816 832

役員賞与引当金 53 95

その他 1,294 1,443

流動負債合計 7,197 7,544

固定負債   

長期借入金 0 1

退職給付引当金 1,299 1,212

役員退職慰労引当金 67 83

負ののれん 13 16

その他 903 851

固定負債合計 2,285 2,164

負債合計 9,483 9,709

純資産の部   

株主資本   

資本金 8,585 8,585

資本剰余金 9,474 9,474

利益剰余金 31,914 31,969

自己株式 △2,727 △2,727

株主資本合計 47,245 47,301

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 631 174

為替換算調整勘定 △262 △535

評価・換算差額等合計 368 △361

少数株主持分 748 735

純資産合計 48,363 47,676

負債純資産合計 57,847 57,385
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（２）【四半期連結損益計算書】 
【第２四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 

 至 平成20年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日) 

売上高 28,518 20,230

売上原価 18,626 13,737

売上総利益 9,892 6,492

販売費及び一般管理費 ※  6,754 ※  5,809

営業利益 3,138 683

営業外収益   

受取利息 63 25

受取配当金 78 42

為替差益 20 3

助成金収入 － 111

その他 107 137

営業外収益合計 270 321

営業外費用   

支払利息 3 2

売上割引 12 7

その他 16 13

営業外費用合計 32 23

経常利益 3,375 981

特別利益   

固定資産売却益 － 39

貸倒引当金戻入額 29 8

受取保険金 113 58

特別利益合計 142 106

特別損失   

固定資産処分損 41 18

投資有価証券評価損 378 92

その他 41 －

特別損失合計 462 111

税金等調整前四半期純利益 3,055 976

法人税等 1,196 397

少数株主利益又は少数株主損失（△） 67 △4

四半期純利益 1,792 583
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【第２四半期連結会計期間】 

（単位：百万円）

前第２四半期連結会計期間 
(自 平成20年７月１日 

 至 平成20年９月30日) 

当第２四半期連結会計期間 
(自 平成21年７月１日 
 至 平成21年９月30日) 

売上高 14,439 11,243

売上原価 9,558 7,571

売上総利益 4,880 3,671

販売費及び一般管理費 ※  3,456 ※  3,009

営業利益 1,424 661

営業外収益   

受取利息 27 11

受取配当金 19 11

助成金収入 － 77

その他 40 73

営業外収益合計 87 174

営業外費用   

支払利息 2 0

売上割引 7 3

為替差損 41 36

その他 7 8

営業外費用合計 58 48

経常利益 1,452 787

特別利益   

固定資産売却益 － 39

投資有価証券評価損戻入益 － 0

貸倒引当金戻入額 19 0

受取保険金 113 58

特別利益合計 132 98

特別損失   

固定資産処分損 23 18

投資有価証券評価損 378 －

その他 41 －

特別損失合計 444 18

税金等調整前四半期純利益 1,140 868

法人税等 447 270

少数株主利益又は少数株主損失（△） 36 △2

四半期純利益 656 600
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成21年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 3,055 976

減価償却費 1,136 1,111

負ののれん償却額 △0 △2

貸倒引当金の増減額（△は減少） 59 2

退職給付引当金の増減額（△は減少） 147 81

受取利息及び受取配当金 △142 △68

支払利息 3 2

固定資産売却損益（△は益） － △39

固定資産処分損益（△は益） 41 18

投資有価証券評価損益（△は益） 378 92

売上債権の増減額（△は増加） 1,498 1,189

たな卸資産の増減額（△は増加） △14 411

仕入債務の増減額（△は減少） △605 △390

その他 △329 △259

小計 5,228 3,125

利息及び配当金の受取額 153 79

利息の支払額 △3 △2

法人税等の支払額 △1,796 △83

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,582 3,119

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有価証券の取得による支出 － △999

有価証券の売却及び償還による収入 － 500

有形固定資産の取得による支出 △1,816 △745

有形固定資産の売却による収入 17 83

投資有価証券の取得による支出 △206 △206

投資有価証券の売却による収入 147 4

定期預金の払戻による収入 － 1,500

子会社株式の取得による支出 △13 －

貸付金の回収による収入 3 3

その他 69 △25

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,798 114

財務活動によるキャッシュ・フロー   

長期借入金の返済による支出 △0 △0

少数株主からの払込みによる収入 45 －

配当金の支払額 △849 △642

少数株主への配当金の支払額 △19 △7

自己株式の取得による支出 △1 △0

リース債務の返済による支出 △2 △13

財務活動によるキャッシュ・フロー △827 △664

現金及び現金同等物に係る換算差額 △19 84

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 936 2,653

現金及び現金同等物の期首残高 7,298 7,925

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  8,235 ※  10,578
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

  
当第２四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日） 

１．会計処理基準に関する事項の変更 （1）完成工事高及び完成工事原価の計上基準の変更 

請負工事に係る収益の計上基準については、従来、工事完成基準を適

用しておりましたが、「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第

15号 平成19年12月27日）及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第18号 平成19年12月27日）を第１四半期連結会

計期間より適用し、第１四半期連結会計期間に着手した工事契約から、

当第２四半期連結会計期間末までの進捗部分について成果の確実性が認

められる工事については工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比

例法）を、その他の工事については工事完成基準を適用しております。 

これによる損益に与える影響はありません。 

  （2）在外子会社の財務諸表項目の換算方法の変更 

在外子会社の収益及び費用は、従来、当該子会社の決算日の為替相場

により換算しておりましたが、為替相場の一時的な変動による期間損益

への影響を平準化し、会計期間を通じて発生する損益をより適切に反映

させるため、第１四半期連結会計期間より期中平均相場による換算方法

に変更しております。 

これにより、当第２四半期連結累計期間の売上高は63百万円減少、営

業利益は2百万円増加、経常利益は4百万円減少、税金等調整前四半期純

利益は5百万円減少しております。 

なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載しておりま

す。 

【簡便な会計処理】

  
当第２四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日） 

１．原価差異の配賦方法 標準原価を適用しているために原価差異が生じた場合、当該原価差異の棚

卸資産と売上原価への配賦を年度決算と比較して簡便的に実施する方法によ

っております。 

２．固定資産の減価償却費の算定方法 定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の

額を期間按分して算定する方法によっております。 

３．法人税等並びに繰延税金資産及び繰

延税金負債の算定方法 

繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経

営環境等、かつ、一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認められる場

合には、前連結会計年度において使用した将来の業績予想やタックス・プラ

ンニングを利用する方法によっております。 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

  
当第２四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日） 

１．税金費用の計算 税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税

引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税

引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。 

なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。 
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第２四半期連結会計期間末 
（平成21年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成21年３月31日） 

※ 有形固定資産の減価償却累計額は、 百万円であ

ります。 

29,732 ※ 有形固定資産の減価償却累計額は、 百万円であ

ります。 

28,775

（四半期連結損益計算書関係）

前第２四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日） 

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。 

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。 

荷造運搬費 622百万円

報酬及び給料手当 2,404  

賞与引当金繰入額 516  

福利厚生費 523  

旅費及び交通費 273  

消耗品費 249  

賃借料 348  

減価償却費 249  

支払手数料 365  

荷造運搬費 409百万円

報酬及び給料手当 2,248  

賞与引当金繰入額 422  

退職給付費用 228  

福利厚生費 493  

旅費及び交通費 184  

消耗品費 174  

賃借料 340  

減価償却費 247  

支払手数料 293  

前第２四半期連結会計期間 
（自 平成20年７月１日 
至 平成20年９月30日） 

当第２四半期連結会計期間 
（自 平成21年７月１日 
至 平成21年９月30日） 

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。 

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。 

荷造運搬費 324百万円

報酬及び給料手当 1,161  

賞与引当金繰入額 300  

福利厚生費 269  

旅費及び交通費 144  

消耗品費 146  

賃借料 171  

減価償却費 131  

支払手数料 207  

荷造運搬費 233百万円

報酬及び給料手当 1,092  

賞与引当金繰入額 245  

退職給付費用 104  

福利厚生費 236  

旅費及び交通費 95  

消耗品費 105  

賃借料 167  

減価償却費 127  

支払手数料 181  
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当第２四半期連結会計期間末（平成21年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自平成21年４月１日 至平成

21年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数 

２．自己株式の種類及び株式数 

３．新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。  

４．配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

平成21年６月26日の定時株主総会において、次のとおり決議しております。  

・普通株式の配当に関する事項 

（イ）配当金の総額・・・・・638百万円 

（ロ）１株当たり配当額・・・20円 

（ハ）基準日・・・・・・・・平成21年３月31日 

（ニ）効力発生日・・・・・・平成21年６月29日 

（ホ）配当の原資・・・・・・利益剰余金 

（２）基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間

末後となるもの 

平成21年11月５日の取締役会において、次のとおり決議しております。  

・普通株式の配当に関する事項 

（イ）配当金の総額・・・・・319百万円 

（ロ）１株当たり配当額・・・10円 

（ハ）基準日・・・・・・・・平成21年９月30日 

（ニ）効力発生日・・・・・・平成21年12月４日 

（ホ）配当の原資・・・・・・利益剰余金 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日） 

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係 

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成20年９月30日現在） （平成21年９月30日現在）

  

  （百万円）

現金及び預金勘定  5,774

有価証券  2,481

預入期間が３か月を超える定期預金  △19

現金及び現金同等物  8,235

  （百万円）

現金及び預金勘定  9,815

有価証券  1,782

預入期間が３か月を超える定期預金  △519

投資期間が３か月を超える有価証券  △499

現金及び現金同等物  10,578

（株主資本等関係）

普通株式 33,917千株 

普通株式 2,001千株 
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前第２四半期連結会計期間（自平成20年７月１日 至平成20年９月30日） 

当第２四半期連結会計期間（自平成21年７月１日 至平成21年９月30日） 

前第２四半期連結累計期間（自平成20年４月１日 至平成20年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間（自平成21年４月１日 至平成21年９月30日） 

（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

  
軸受機器
（百万円）

構造機器
（百万円）

建築機器
（百万円）

その他
（百万円）

計 
（百万円） 

消去又は 
全社 

（百万円） 

連結
（百万円）

売上高               

（1）外部顧客に対する売上高  9,656  2,481  1,700  600  14,439  －  14,439

（2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
 2  －  0  －  2  (△2)  －

計  9,658  2,481  1,700  600  14,441  (△2)  14,439

営業利益  1,173  85  140  24  1,424  －  1,424

  
軸受機器
（百万円）

構造機器
（百万円）

建築機器
（百万円）

その他
（百万円）

計 
（百万円） 

消去又は 
全社 

（百万円） 

連結
（百万円）

売上高               

（1）外部顧客に対する売上高  6,711  2,649  1,509  373  11,243  －  11,243

（2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
 4  －  －  3  8  (△8)  －

計  6,715  2,649  1,509  377  11,251  (△8)  11,243

営業利益  250  201  170  39  661  －  661

  
軸受機器
（百万円）

構造機器
（百万円）

建築機器
（百万円）

その他
（百万円）

計 
（百万円） 

消去又は 
全社 

（百万円） 

連結
（百万円）

売上高               

（1）外部顧客に対する売上高  19,034  5,256  3,102  1,125  28,518  －  28,518

（2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
 4  －  0  11  15  (△15)  －

計  19,038  5,256  3,102  1,136  28,534  (△15)  28,518

営業利益  2,621  275  189  51  3,138  －  3,138

  
軸受機器
（百万円）

構造機器
（百万円）

建築機器
（百万円）

その他
（百万円）

計 
（百万円） 

消去又は 
全社 

（百万円） 

連結
（百万円）

売上高               

（1）外部顧客に対する売上高  12,029  4,688  2,768  743  20,230  －  20,230

（2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
 6  －  0  56  63  (△63)  －

計  12,035  4,688  2,769  800  20,293  (△63)  20,230

営業利益  97  337  213  35  683  －  683
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（注）１．事業区分の方法 

事業区分の方法は、内部管理上採用している区分によっております。 

２．各区分に属する主要な製品 

（1）軸受機器……オイルレスベアリング 

（2）構造機器……免震・制振装置、支承 

（3）建築機器……ウィンドーオペレーター、環境機器、住宅用機器 

（4）その他………上記(1）(2）(3）に属しないもの 

３．会計処理の方法の変更 

前第２四半期連結累計期間 

（棚卸資産の評価に関する会計基準） 

第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号 平成18年７月

５日）を適用しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、当第２四半期連結累計期

間の営業利益が、軸受機器で70百万円、構造機器で4百万円、建築機器で3百万円、その他で3百万円それぞ

れ減少しております。 

当第２四半期連結累計期間 

（在外子会社の財務諸表項目の換算方法の変更） 

「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」１．（2）に記載のとおり、在外子

会社の収益及び費用は、従来、当該子会社の決算日の為替相場により換算しておりましたが、第１四半期連

結会計期間より期中平均相場による換算に変更しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合に

比べて、当第２四半期連結累計期間の軸受機器の売上高が63百万円減少、営業利益が2百万円増加しており

ます。なお、構造機器、建築機器及びその他に与える影響はありません。 
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前第２四半期連結会計期間（自平成20年７月１日 至平成20年９月30日） 

当第２四半期連結会計期間（自平成21年７月１日 至平成21年９月30日） 

前第２四半期連結累計期間（自平成20年４月１日 至平成20年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間（自平成21年４月１日 至平成21年９月30日） 

【所在地別セグメント情報】

  
日本 

（百万円）
北米

（百万円）
欧州

（百万円）
アジア

（百万円）
計 

（百万円） 

消去又は 
全社 

（百万円） 

連結
（百万円）

売上高               

（1）外部顧客に対する売上高  11,965  1,099  663  710  14,439  －  14,439

（2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
 867  39  △0  68  975  (△975)  －

計  12,832  1,139  663  779  15,414  (△975)  14,439

営業利益  1,151  65  7  199  1,424  －  1,424

  
日本 

（百万円）
北米

（百万円）
欧州

（百万円）
アジア

（百万円）
計 

（百万円） 

消去又は 
全社 

（百万円） 

連結
（百万円）

売上高               

（1）外部顧客に対する売上高  9,789  605  342  506  11,243  －  11,243

（2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
 404  4  2  26  437  (△437)  －

計  10,194  609  344  532  11,680  (△437)  11,243

営業利益又は損失（△）  602  △13  △8  81  661  －  661

  
日本 

（百万円）
北米

（百万円）
欧州

（百万円）
アジア

（百万円）
計 

（百万円） 

消去又は 
全社 

（百万円） 

連結
（百万円）

売上高               

（1）外部顧客に対する売上高  23,914  2,052  1,256  1,295  28,518  －  28,518

（2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
 1,665  66  2  102  1,836  (△1,836)  －

計  25,580  2,119  1,258  1,398  30,355  (△1,836)  28,518

営業利益  2,521  156  126  334  3,138  －  3,138

  
日本 

（百万円）
北米

（百万円）
欧州

（百万円）
アジア

（百万円）
計 

（百万円） 

消去又は 
全社 

（百万円） 

連結
（百万円）

売上高               

（1）外部顧客に対する売上高  17,637  1,124  631  837  20,230  －  20,230

（2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
 733  9  2  57  802  (△802)  －

計  18,370  1,134  633  894  21,033  (△802)  20,230

営業利益又は損失（△）  712  △98  △36  106  683  －  683
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（注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域の内訳は次のとおりであります。 

北 米：アメリカ、カナダ 

欧 州：ドイツ、フランス、チェコ 

アジア：中国、タイ 

３．区分の欧州とアジアは、従来、その他と表示しておりましたが、前第１四半期累計期間より重要性が増したた

め分けて表示しております。 

４．会計処理の方法の変更 

前第２四半期連結累計期間 

（棚卸資産の評価に関する会計基準） 

第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号 平成18年７月

５日）を適用しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、当第２四半期連結累計期

間の営業利益が、日本で81百万円減少しております。 

当第２四半期連結累計期間 

（在外子会社の財務諸表項目の換算方法の変更） 

「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」１．（2）に記載のとおり、在外子

会社の収益及び費用は、従来、当該子会社の決算日の為替相場により換算しておりましたが、第１四半期連

結会計期間より期中平均相場による換算に変更しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合に

比べて、当第２四半期連結累計期間の売上高は、北米が5百万円、欧州が49百万円、アジアが9百万円それぞ

れ減少し、営業利益は、北米が0百万円、欧州が2百万円それぞれ増加し、アジアは0百万円減少しておりま

す。 
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前第２四半期連結会計期間（自平成20年７月１日 至平成20年９月30日） 

当第２四半期連結会計期間（自平成21年７月１日 至平成21年９月30日） 

前第２四半期連結累計期間（自平成20年４月１日 至平成20年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間（自平成21年４月１日 至平成21年９月30日） 

（注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．各区分に属する主な国又は地域の内訳は次のとおりであります。 

北 米：アメリカ、カナダ 

欧 州：ドイツ、フランス、チェコ 

アジア：中国、タイ 

その他：上記区分以外 

３．区分の欧州とアジアは、従来、その他に含めて表示しておりましたが、前第１四半期累計期間より重要性が増

したため分けて表示しております。 

４．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

５．会計処理の方法の変更 

当第２四半期連結累計期間 

（在外子会社の財務諸表項目の換算方法の変更） 

「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」１．（2）に記載のとおり、在外子

会社の収益及び費用は、従来、当該子会社の決算日の為替相場により換算しておりましたが、第１四半期連

結会計期間より期中平均相場による換算に変更しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合に

比べて、当第２四半期連結累計期間の売上高が北米において4百万円、欧州において47百万円、アジアにお

いて10百万円、その他において0百万円それぞれ減少しております。 

【海外売上高】

  北米 欧州 アジア その他 計

Ⅰ 海外売上高（百万円）  1,020  829  1,262  8  3,121

Ⅱ 連結売上高（百万円） － － － －  14,439

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上

高の割合（％） 
 7.1  5.7  8.7  0.1  21.6

  北米 欧州 アジア その他 計

Ⅰ 海外売上高（百万円）  655  612  955  18  2,241

Ⅱ 連結売上高（百万円） － － － －  11,243

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上

高の割合（％） 
 5.8  5.4  8.5  0.2  19.9

  北米 欧州 アジア その他 計

Ⅰ 海外売上高（百万円）  1,990  1,570  2,238  18  5,818

Ⅱ 連結売上高（百万円） － － － －  28,518

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上

高の割合（％） 
 7.0  5.5  7.8  0.1  20.4

  北米 欧州 アジア その他 計

Ⅰ 海外売上高（百万円）  1,170  1,055  1,679  29  3,935

Ⅱ 連結売上高（百万円） － － － －  20,230

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上

高の割合（％） 
 5.8  5.2  8.3  0.1  19.5
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１．１株当たり純資産額 

２．１株当たり四半期純利益金額等 

（注）１．１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

２．当社は平成20年10月１日をもって株式分割（１株につき1.2株の割合で分割）を行っております。なお、当該

株式分割が前期首に行われたと仮定した場合の前第２四半期連結累計期間における１株当たり四半期純利益金

額は54.45円であります。 

（注）１．１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

２．当社は平成20年10月１日をもって株式分割（１株につき1.2株の割合で分割）を行っております。なお、当該

株式分割が前期首に行われたと仮定した場合の前第２四半期連結会計期間における１株当たり四半期純利益金

額は19.93円であります。 

該当事項はありません。 

平成21年11月５日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

（イ）中間配当による配当金の総額・・・・・・・319百万円 

（ロ）１株当たりの金額・・・・・・・・・・・・10円 

（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日・・・平成21年12月４日 

（注）平成21年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。 

（１株当たり情報）

当第２四半期連結会計期間末 
（平成21年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成21年３月31日） 

１株当たり純資産額 1,491.89円 １株当たり純資産額 1,470.74円

前第２四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日） 

１株当たり四半期純利益金額 65.34円 １株当たり四半期純利益金額 18.27円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

  
前第２四半期連結累計期間
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日） 

四半期純利益（百万円）  1,792  583

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益（百万円）  1,792  583

期中平均株式数（千株）  27,436  31,916

前第２四半期連結会計期間 
（自 平成20年７月１日 
至 平成20年９月30日） 

当第２四半期連結会計期間 
（自 平成21年７月１日 
至 平成21年９月30日） 

１株当たり四半期純利益金額 23.92円 １株当たり四半期純利益金額 18.80円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

  
前第２四半期連結会計期間
（自 平成20年７月１日 
至 平成20年９月30日） 

当第２四半期連結会計期間
（自 平成21年７月１日 
至 平成21年９月30日） 

四半期純利益（百万円）  656  600

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益（百万円）  656  600

期中平均株式数（千株）  27,435  31,915

（重要な後発事象）

２【その他】
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該当事項はありません。  

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成20年11月13日

オイレス工業株式会社 

取締役会 御中 

新日本有限責任監査法人 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 渡辺 伸啓  印 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 湯浅  敦  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているオイレス工業株

式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から

平成20年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について

四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、オイレス工業株式会社及び連結子会社の平成20年９月30日現在の財政

状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計

期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が四半期連結財務諸表に添付する

形で別途保管しております。 

２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。 
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成21年11月13日

オイレス工業株式会社 

取締役会 御中 

新日本有限責任監査法人 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 渡辺 伸啓  印 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 湯浅  敦  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているオイレス工業株

式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から

平成21年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について

四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、オイレス工業株式会社及び連結子会社の平成21年９月30日現在の財政

状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計

期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が四半期連結財務諸表に添付する

形で別途保管しております。 

２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。 
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